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令和 ６ 年度



１.一般会計

令和６年度一般会計当初予算額は１５５億１,８００万円で、その後補正増額及び繰越額を

加えた最終予算額は１９２億４,８４１万４千円となりました。

歳入決算額は１８８億４,４３２万６千円、歳出決算額は１７９億３,１６０万１千円、歳入

歳出差引額は９億１,２７２万５千円で令和７年度への繰越財源７,５３２万９千円を差し引い

た実質収支額は８億３,７３９万６千円となりました。

歳入の主なものは、市税が２８億９,７４４万７千円で歳入全体の１５.４％、地方交付税が

６６億３,１６４万７千円で歳入全体の３５.２％、国庫支出金が２９億３,４２２万４千円で

歳入全体の１５.６％、県支出金が１１億１,７８８万１千円で歳入全体の５.９％、繰入金が

１１億９,３０６万３千円で歳入全体の６.３％、市債が７億８,９９８万７千円で歳入全体の

４.２％となりました。

国庫支出金の主なものは、総務管理費補助金が６億６,７７４万８千円、生活保護費負担金

が６億２,１８３万４千円、児童福祉費負担金が５億８,０５２万７千円、障害者福祉費負担金

が４億８,２８７万１千円のほか、道路橋梁費補助金が３億２６４万８千円となりました。ま

た、主な増減要因として新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が２億５,０６６

万３千円の減、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金が１億１,２５６万８千円の増、デ

ジタル基盤改革支援補助金が８,６８５万９千円の増などにより、国庫支出金は前年度比１,３

９２万４千円（０.５％）の減となりました。

県支出金の主なものは、障害者福祉費負担金が２億３,１３０万３千円、児童福祉費負担金

が１億３,８２７万８千円のほか、農業費補助金が１億３,２７７万７千円となりました。ま

た、主な増減要因として、介護給付費・訓練等給付費負担金が１,９４３万１千円の増、衆議

院議員選挙費委託金が１,５８９万９千円の増、低コスト技術等導入支援事業費補助金が８３

２万円の減、灯油購入費緊急助成事業費補助金が１,１０２万３千円の増などにより、県支出

金は前年度比８,１７７万２千円（７.９％）の増となりました。

市債の主なものは、道路整備事業債が１億８,４１０万円、社会体育施設整備事業債が１億

３,９１０万円、公園施設整備事業債が６,３２０万円、道路冠水対策備品整備事業債が５,７

００万円で、前年度比２億２,２７９万８千円（３９.３％）の増となりました。

歳出の主なものは、人件費が２７億９０万２千円、扶助費が３７億３,６６４万１千円、公

債費が１７億６７７万７千円、これら義務的経費の合計が８１億４,４３２万円で、前年度比

２億２,０６６万３千円（２.８％）の増となりました。投資的経費は１７億７,８９０万１千

円で主なものは、スポーツによる地域活性化プロジェクト応援金が２億８,９２５万円、二田

追分線改良事業が１億７,５５９万２千円、天王総合体育館改修事業１億２,８８１万円、公園

長寿命化事業１億１１９万２千円で、前年度比６億６,３７８万６千円（５９.５％）の増とな

りました。
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（１）令和６年度一般会計の決算状況

イ．総括
（単位：千円）

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 減 額

予 算 現 額 19,248,414 18,043,642 1,204,772

歳 入 決 算 額 18,844,326 17,802,196 1,042,130

歳 出 決 算 額 17,931,601 16,890,423 1,041,178

歳 入 歳 出 差 引 額 912,725 911,773 952

実 質 収 支 額 837,396 859,535 △ 22,139

単 年 度 収 支 額 △ 22,139 △ 117,717 95,578

ロ．歳入

（単位：千円、％）

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,897,447 2,966,847 △ 69,400 △ 2.3

地 方 交 付 税 6,631,647 6,471,505 160,142 2.5

国 庫 支 出 金 2,934,224 2,948,148 △ 13,924 △ 0.5

県 支 出 金 1,117,881 1,036,109 81,772 7.9

繰 入 金 1,193,063 1,075,407 117,656 10.9

繰 越 金 911,773 1,013,540 △ 101,767 △ 10.0

市 債 789,987 567,189 222,798 39.3

歳 入 計 18,844,326 17,802,196 1,042,130 5.9

ハ．歳出（性質別）

（単位：千円、％）

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,700,902 2,583,354 117,548 4.6

扶 助 費 3,736,641 3,550,392 186,249 5.2

公 債 費 1,706,777 1,789,911 △ 83,134 △ 4.6

投 資 的 経 費 1,778,901 1,115,115 663,786 59.5

歳 出 計 17,931,601 16,890,423 1,041,178 6.2

投資的経費：普通建設事業費と災害復旧費の計

　歳入総額は 18,844,326千円ですが、その主なものは次のとおりです。

　歳出総額は 17,931,601千円ですが、その主なものは次のとおりです。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

令 和 ６ 年 度 2,902,830 89,120 2,991,950

令 和 ５ 年 度 2,970,554 91,770 3,062,324

前 年 度 対 比 △ 67,724 △ 2,650 △ 70,374

令 和 ６ 年 度 2,876,733 20,714 2,897,447

令 和 ５ 年 度 2,946,889 19,958 2,966,847

前 年 度 対 比 △ 70,156 756 △ 69,400

令 和 ６ 年 度 99.1 23.2 96.8

令 和 ５ 年 度 99.2 21.8 96.9

前 年 度 対 比 △ 0.1 1.4 △ 0.1

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
納
率

　景気は緩やかに回復しているものの、物価上昇による家計負担が増す中、市税

の収納は厳しい状況にあります。債権を中心とした財産調査と滞納処分を強化し

ていますが、収納率は前年度と比較して、現年度分では０.１ポイントの減、滞納

繰越分では１.４ポイントの増、市税全体では０.１ポイントの減となっていま

す。

　納税の秩序を維持し税の公平性を確保するため、今後も滞納整理を適切に行

い、収納率の向上に努めていきます。
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（３）主要施策の状況

　主な投資的経費は次のとおりです。

　児童施設関連では、追分保育園施設設備改修事業を４,９４３万７千円で実施しました。

市道の整備では、二田追分線改良事業１億７,５５９万２千円、武利子澤白洲野樹園地１号線

ほか２路線改良事業１億４,６５３万５千円、道路メンテナンス事業（橋梁補修）９,３８５万

７千円、千刈田・中羽立線舗装補修事業５,０９６万９千円などを、総額５億２,７０５万５千

円で実施しました。公園施設では、元木山公園の長寿命化事業を１億１１９万２千円で実施し

ました。

教育関連施設では、天王総合体育館改修事業１億２,８８１万円、飯田川ふれあいスポーツ会

館改修事業７,９６８万円、天王小学校長寿命化改良事業を４,６８４万円で実施しました。ス

ポーツによる地域活性化プロジェクト応援事業は２億８,９２５万円で、企業版ふるさと納税寄

附金を活用し、サッカーを通じた地域活性化を支援しました。

災害復旧事業費は７,９１２万５千円で、主に令和５年７月１４日からの大雨により被災した

施設の復旧工事などを実施しました。

　主なソフト事業は次のとおりです。

　原油価格・電気・ガス料金を含む物価の高騰が市民生活に影響を与えていることから、物価

高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、市内全世帯に対し、かたがみ給油クーポン配

布事業を８,３６５万２千円で、所得税・個人住民税の定額減税の実施に伴い、減税しきれない

と見込まれる方や、低所得世帯の経済的負担軽減を図るため、住民税非課税世帯等に対し物価

高騰重点支援給付事業を４億５,２７０万８千円で実施しました。また、子育て世帯を支援する

ため、かたがみ未来子育て応援事業を２,３９１万２千円で実施しました。

　市内事業者を支援するため、中小企業等稼げる力創出事業を６５７万７千円で、介護保険施

設等物価高騰対策事業を２,９４２万９千円で実施しました。

　新型コロナウイルス感染症の重症化予防のため、新型コロナウイルスワクチン定期接種事業

を３,３０２万円で実施しました。また、母子の健康の保持・増進のため、妊産婦健診事業を

１,６８２万４千円で実施しました。

　市内小学校で事務をシステム化することにより、セキュリティの強化と教職員の多忙軽減を

図るため、学校統合型校務支援システム運用事業を６,２７６万３千円で実施しました。

　除排雪に要した費用は２億４,０９６万６千円で、前年度比６,１９８万５千円の増となりま

した。
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２.国民健康保険事業特別会計

　令和６年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は３１億６,２７１万２千円で、その後

補正増額され最終予算額は３６億５６５万６千円となりました。

　歳入決算額は３４億１,２１９万３千円、歳出決算額は３３億６６５万３千円、実質収支

額は１億５５４万円となりました。

　歳入の主なものは、国民健康保険税が４億７,６３６万６千円で歳入全体の１３.９％、県

支出金が２５億５,５８７万円で歳入全体の７５％、繰入金が２億９,３１６万６千円で歳入

全体の８.６％となりました。

　歳出の主なものは、保険給付費が２４億８,７６８万１千円で、疾病治療のため療養の給

付を行ったほか、出産に際しては出産育児一時金２４８万８千円を、死亡に際しては葬祭費

２９４万円を支給しました。

　保健事業費では、３,２０８万２千円のうち人間ドックと脳ドック合わせて１５１人分、

５２０万６千円で実施し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・

早期治療に努めました。

　また、国民健康保険事業費納付金は７億１,９４５万６千円で、うち医療給付費分が４億

７,６３６万２千円、後期高齢者支援金等分が１億８,４１６万円、介護納付金分が５,８９

３万４千円となりました。

　加入者及び保険給付費の状況は、対前年度比で世帯数が７２世帯の減、被保険者数が２０

４人の減となりました。一人当たりの給付額は４４万１,９１８円で対前年度比２万９,９０

８円の増となりました。
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（１）加入者等

世帯数及び被保険者数 （単位：世帯、人、％）

（２）現年度分保険税

（単位：円、％）

（３）保険給付費

イ．療養諸費及び高額療養費 （単位：円）

注）審査支払手数料を含む

ロ．出産育児一時金及び葬祭費 （単位：円、件）

注）１件当たりは､各年度４月１日現在の１件当たり給付額

令和６年度 3,892 5,617 31,094 18.1

令和５年度 3,964 5,821 31,430 18.5

前年度対比 △ 72 △ 204 △ 336 △ 0.4

令和６年度 483,327,700 449,346,565 93.0 115,454 79,998

令和５年度 481,924,400 452,017,490 93.8 114,031 77,653

前年度対比 1,403,300 △ 2,670,925 △ 0.8 1,423 2,345

令和６年度 2,129,709,878 352,542,028 2,482,251,906 441,918

令和５年度 2,080,038,663 318,273,595 2,398,312,258 412,010

前年度対比 49,671,215 34,268,433 83,939,648 29,908

出産育児一時金 葬祭費

給付額 手数料 件数 １件当たり 給付額 件数 １件当たり

令和６年度 2,488,000 1,050 5 500,000 2,940,000 49 60,000

令和５年度 6,920,000 2,940 14 500,000 3,660,000 61 60,000

前年度対比 △ 4,432,000 △ 1,890 △ 9 0 △ 720,000 △ 12 0

区　分 世帯数 被保険者数 人口 加入率

区　分 調定額 収入額 収納率
一世帯当たり
納　 付　 額

一人当たり
納　付　額

区　分 療養諸費 高額療養費 合　　計
一人当たり
給　付　額

区　分
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（４）特定健診等

（単位：人、％）

（５）保健指導

（単位：人、％）

（６）ジェネリック医薬品差額通知

（単位：通）

特定健診 人間ドック等受診者数

対象者数 受診者数 受診率 日帰り 一泊 脳 合計

令和６年度 4,849 1,690 34.9 83 40 28 151

令和５年度 5,061 1,773 35.0 105 41 32 178

前年度対比 △ 212 △ 83 △ 0.1 △ 22 △ 1 △ 4 △ 27

動機付け支援 積極的支援

区　分 初回面接利用者 初回面接利用者

人数 割合 人数 割合

令和６年度 138 80 58.0 35 20 57.1

令和５年度 143 82 57.3 38 20 52.6

前年度対比 △ 5 △ 2 0.6 △ 3 0 4.5

区　分 ８月 ２月 合計

令和６年度 84 41 125

令和５年度 187 174 361

前年度対比 △ 103 △ 133 △ 236

区　分

対象者数 対象者数
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３.後期高齢者医療特別会計

（１）被保険者数 （単位：人、％）

令和６年度 31,094 5,962 19.2 

令和５年度 31,430 5,819 18.5 

前年度対比 △ 336 143 0.7 

（２）現年度分保険料 （単位：円、％）

収 納 率

総　　額 普通徴収 特別徴収 総　　額 普通徴収 普通徴収分

令和６年度 283,945,800 78,814,800 205,131,000 283,403,000 77,508,300 98.3 

令和５年度 257,235,600 68,121,100 189,114,500 256,462,200 66,913,000 98.2 

前年度対比 26,710,200 10,693,700 16,016,500 26,940,800 10,595,300 0.1 

令和６年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は４億３,２５７万５千円で、その後補正減額さ

れ最終予算額は４億３,１４１万３千円となりました。

歳入決算額は４億２,８７６万４千円、歳出決算額は４億２,８２６万８千円、実質収支額は４

９万６千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が２億８,４３２万４千円で歳入全体の６６.３％、

一般会計繰入金が１億４,１８３万８千円で歳入全体の３３％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合負担金が４億７８８万９千円で歳出全体の９５.

２％となりました。

　被保険者数は、５,９６２人で対前年度比１４３人の増となりました。

調　　　定　　　額 収　入　済　額

区分 人　口 被保険者数 加入率

区分
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４.介護保険事業特別会計

  令和６年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が４１億１,７１８万７千円で、

その後補正増額され最終予算額は４３億７,５９６万４千円となりました。

　歳入決算額は４１億８,４５８万６千円、歳出決算額は３９億５,４５４万９千円、実質収支

額は２億３,００３万７千円となりました。

  歳入の主なものは、保険料が８億４８３万円で歳入全体の１９.２％、国庫支出金が９億３,

３６０万３千円で歳入全体の２２.３％、支払基金交付金が９億８,３６６万円で歳入全体の２

３.５％、県支出金が５億２,９８１万４千円で歳入全体の１２.７％、繰入金が６億７,９８３

万６千円で歳入全体の１６.２％となりました。

  歳出の主なものは、保険給付費が３４億８,６００万１千円で歳出全体の８８.２％、地域支

援事業費が１億５,０７４万４千円で歳出全体の３.８％となりました。

  保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が３１億４,８３８万５千円で保険給付費全体の９

０.３％、介護予防サービス等諸費が５,８３８万３千円で保険給付費全体の１.７％、低所得者

の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費が１億７,６２３万１千円で保険給

付費全体の５.１％となりました。

　地域支援事業費の内訳は、介護予防・生活支援サービス事業費が５,５４７万１千円、包括的

支援事業・任意事業費が８,４６２万７千円となりました。

　次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は１,１２９万１千円で、その後補正予算による増

減はありませんでした。

　歳入決算額と歳出決算額はそれぞれ１,０３０万５千円となりました。

  歳入の主なものは、介護予防サービス計画費収入が１,０３０万５千円で歳入全体の１０

０％、歳出は保険事業勘定への繰出金です。

　要介護（要支援）認定者数は２,０８８人で対前年度比２５人の増となりました。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総　数 内認定者数 総　数 内認定者数 総　数 内認定者数

令和６年度 11,124 2,045 10,560 43 21,684 2,088

令和５年度 11,168 2,029 10,628 34 21,796 2,063

前年度対比 △ 44 16 △ 68 9 △ 112 25

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総　額 普通徴収 特別徴収 総　額 普通徴収

令和６年度 822,541 81,267 741,274 804,830 62,969 77.5

令和５年度 804,074 80,410 723,664 786,439 62,055 77.2

前年度対比 18,467 857 17,610 18,391 914 0.3

（３）サービス受給者の状況 （単位：のべ人数）

総　数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

令和６年度 13,736 3,211 3,693 1,696 1,997 0 20,640

令和５年度 13,563 3,247 3,770 1,671 2,099 0 20,580

前年度対比 173 △ 36 △ 77 25 △ 102 0 60

（４）介護サービスの利用状況 （単位：千円）

区　分 居宅介護
(訪問・通所ほか)

地域密着型
(グループホームほか)

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合　計
受給者一人
当たり給付費

令和６年度 1,542,482 616,937 1,047,349 176,231 103,002 3,486,001 169

令和５年度 1,542,608 630,632 1,043,947 192,036 104,628 3,513,851 171

前年度対比 △ 126 △ 13,695 3,402 △ 15,805 △ 1,626 △ 27,850 △ 2

　イ．居宅介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区　分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合　計
受給者一人
当たり給付費

令和６年度 135,682 315,485 799,695 291,620 1,542,482 112

令和５年度 119,568 311,972 835,984 275,084 1,542,608 114

前年度対比 16,114 3,513 △ 36,289 16,536 △ 126 △ 2

　ロ．地域密着型介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区　分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合　計
受給者一人
当たり給付費

令和６年度 264,261 231,978 45,935 74,763 616,937 192

令和５年度 259,413 241,766 47,766 81,687 630,632 194

前年度対比 4,848 △ 9,788 △ 1,831 △ 6,924 △ 13,695 △ 2

　ハ．施設介護サービス給付費 （単位：千円）

区　分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合　計
受給者一人
当たり給付費

令和６年度 455,884 591,465 0 1,047,349 284

令和５年度 439,011 604,936 0 1,043,947 277

前年度対比 16,873 △ 13,471 0 3,402 7

第1号被保険者 第2号被保険者 合　計

調　定 収入済額

施設介護サービス

区　分

区　分
普通徴収分
収納率（％）

区　分
居宅介護
サービス

地域密着型
介護サービス

合　計
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５．豊川財産区特別会計

６．和田妹川財産区特別会計

７．飯塚財産区特別会計

　令和６年度豊川財産区特別会計当初予算額は２６万７千円で、その後補正増額され最終予

算額は１５５万３千円となりました。

  歳入決算額は１５４万７千円、歳出決算額は１３６万７千円、実質収支額は１８万円とな

りました。

　歳入の主なものは、立木補償金１０８万６千円、財政調整基金繰入金が２５万７千円とな

りました。

　歳出は、一般管理費が８万円、財政調整基金積立金が１２８万７千円となりました。

　令和６年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は３８万２千円で、その後補正増額され最

終予算額は５５万７千円となりました。

　歳入決算額は５５万５千円、歳出決算額は３５万１千円、実質収支額は２０万４千円とな

りました。

　歳入の主なものは、財産貸付収入が１８万円、財政調整基金繰入金が１９万７千円となり

ました。

　歳出の主なものは、財産管理費が１０万９千円、財政調整基金積立金が１７万６千円とな

りました。

　令和６年度飯塚財産区特別会計当初予算額は７２万円で、その後補正増額され最終予算額

は１０５万１千円となりました。

　歳入決算額は１０５万円、歳出決算額は６９万５千円、実質収支額は３５万５千円となり

ました。

　歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が４５万４千円、繰越金が３３万３千円となりま

した。

　歳出の主なものは、財産管理費が２４万７千円、財政調整基金積立金が３３万２千円とな

りました。
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